
（平成２１年９月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認和歌山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



和歌山国民年金 事案 468  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年１月から同年３月まで 

私は、Ａ市町村（現在は、Ｂ市町村）で国民年金を納付した記録を持って

おり、当該記録では昭和44年１月から同年３月までは「納」と記録されてい

る。 

社会保険庁の記録では未納とされているが、納付していることに間違いな

いので記録の訂正を希望する。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時の国民年金保険料納付記録を所持しており、ⅰ）当

該納付記録には、申立期間を含む昭和43年度の納付欄に「納」と押印されてい

ること、ⅱ）当該納付記録は、申立期間当時、Ａ市町村（現在は、Ｂ市町村）

で使用されていたことがＢ市町村からの回答で確認できること、ⅲ）当該納付

記録に個人名の検認印が押印されているが、その者は、押印期間当時、市町村

役場の国民年金徴収員であったことがＢ市町村からの回答で確認できること

から、当該納付記録は信ぴょう性が高いと考えられ、したがって、申立人が申

立期間に係る国民年金保険料を納付していたものと推認できる。 

また、申立人は、20歳到達以降申立期間を除き未納期間が無く、平成12年以

降60歳到達時までは保険料を前納している等、国民年金に対する納付意識が高

かったものと考えられる。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金 

保険料を納付していたものと認められる。 



和歌山国民年金 事案 469  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年４月から 57年１月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 57年１月まで 

申立期間の国民年金保険料は、夫婦二人分を妻が婦人会に納めてくれてい

た。 

納付記録が無いのは誤りだと思われるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 10 か月と短期間である上、申立人は、国民年金の被保険者資格

を最初に取得した昭和 56年３月から 60歳に到達するまで、申立期間及び厚生

年金保険加入期間を除いて国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の妻は、申立期

間を含めて国民年金加入期間の保険料はすべて納付済みとなっている。 

さらに、Ａ市町村に照会した結果、申立期間当時、申立人の居住する地区で

は婦人会が集金を行っていたことが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



和歌山厚生年金 事案 338 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成11年11月について

は38万円、12年２月については34万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年10月１日から12年４月19日まで 

社会保険庁の記録では、平成11年10月１日から12年４月19日までの期間の

標準報酬月額が30万円となっているが、当該期間の給与は基本給と歩合給等

により月額13万円から50万円程度であった。 

標準報酬月額が給与の額と見合ったものとなっていないので訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額とすることとなる。 

したがって申立人の標準報酬月額については、給与支給明細書において確認

できる報酬月額から、平成11年11月については38万円、12年２月については34

万円と訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、給与

明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額

と社会保険事務所で記録されている平成11年10月から12年２月までの期間の

標準報酬月額が一致していないことから、事業主は、給与支給明細書で確認で

きる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



一方、申立人の平成11年10月、同年12月及び12年１月の標準報酬月額につい

ては、給与支給明細書において事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額のいずれか低い方

の額が社会保険庁の記録における標準報酬月額を超えないことから、記録を訂

正する必要は認められない。 

また、申立人の平成12年３月の標準報酬月額については、申立人が同年同月

分の保険料が控除されたことを確認できる給与明細書を所持しておらず、申立

期間当時の事業主は、当時の資料を保管していないと回答しており、このほか

に申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

記録を訂正する必要は認められない。 



和歌山厚生年金 事案 339 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ事業所本店における資格喪失日に係る記

録を昭和19年10月１日から22年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

19年10月から21年３月までは50円、同年４月から同年10月までは60円、同年11

月から22年３月までは300円、同年４月及び５月は360円、同年６月から同年８

月までは400円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和19年10月１日から22年９月１日まで 

Ａ事業所には昭和18年１月から24年10月まで勤務しており、勤務地は何回

か変わったが、一度も辞めていない。 

給与から厚生年金保険料も引かれていたので、申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の現在の厚生年金保険の加入記録によると、申立人は、昭和19年６月

１日にＡ事業所本店で厚生年金保険の資格を取得し、同年10月１日に資格を喪

失した後、22年９月１日にＡ事業所Ｂ支店で資格を取得している。 

しかしながら、Ａ事業所本社人事部長名で発行された在籍証明書には、申立

人の入社日は昭和18年１月12日、退職日は24年10月11日と記載されており、申

立人が申立期間において、勤務していたことは確認できる。 

また、Ａ事業所Ｂ支店で作成された申立人のＡ事業所における入社後履歴に

よると、ⅰ）申立人は、昭和18年１月12日に見習いとして採用され、19年10

月１日に事務員、21年10月１日に事務社員となっていること、ⅱ）申立人の給

与は、19年10月１日前後において変化はなく、申立期間中も定期的に昇給して

いることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所の給与厚生関連業務の担当者は、申立人が昭和19年10月１

日に事務員に任用されると同時に厚生年金保険の資格を喪失していることに

ついて、「申立期間当時の資料は残っていないが、現在の考え方から判断する



と、事務員に任用すると同時に資格を喪失させることは不自然であり、当時、

事務手続上の誤りが生じた可能性もある。」と供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ事業所の入社後履歴に記載さ

れている報酬月額から、昭和19年10月から21年３月までは50円、同年４月から

同年10月までは60円、同年11月から22年３月までは300円、同年４月及び５月

は360円、同年６月から同年８月までは400円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得

届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録すること

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び

再取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

19 年 10 月から 22 年８月までの保険料の納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



和歌山国民年金 事案 466  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和44年４月から47年４月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年４月から47年４月まで 

申立期間については、私がＡ市町村に住んでいた昭和44年４月ごろ、母が

国民年金の加入手続をし、国民年金保険料を納めてくれていた。 

納付記録が無いのは誤りだと思われるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和51年３月13日にＢ市町村において払

い出されており、資格取得日が同年１月16日であることから、申立期間は国民

年金未加入期間である上、国民年金手帳記号番号が払い出された時点で、申立

期間は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、この払出日以前

に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていることをうかがわせる事情も

見当たらない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与して

おらず、申立人が当該手続及び保険料納付を行ってくれたと主張している申立

人の母親は既に亡くなっているため、申立人の国民年金への加入状況及び保険

料の納付状況は明らかでない。 

さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 467  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年３月から 46年 11月までの期間及び 47年８月から 50年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和42年３月から46年11月まで 

② 昭和47年８月から50年６月まで 

昭和42年３月に私の元夫が国民年金の加入手続をし、国民年金保険料も払

ってくれていた。申立期間の納付記録が無いのは誤りだと思われるので、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和46年12月22日に

Ａ市町村において申立人の元夫と連番で払い出され、申立人及びその元夫の最

初の国民年金被保険者資格の取得日は同年12月15日であることから、申立期間

①は国民年金未加入期間であり、国民年金保険料を納付できない期間である。 

２ 申立期間②について、社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳（特

殊台帳）によると、前述の国民年金手帳記号番号における申立人及びその元夫

の被保険者資格は昭和47年８月１日に喪失しており、その後、申立人について

は、51年５月17日にＢ市町村において払い出された別の国民年金手帳記号番号

により、50年８月１日に被保険者資格を再取得していることが確認できること

から、申立期間②も国民年金未加入期間であり、国民年金保険料を納付できな

い期間である。 

３ 申立期間①及び②について、申立人は国民年金保険料の納付に関与しておら

ず、申立人が保険料を納付してくれたと主張している申立人の元夫も当時の状

況についての記憶はあいまいであり、申立期間に係る保険料の納付状況は明ら

かでない。 

また、申立期間①及び②について、申立人の元夫は厚生年金保険被保険者期

間又は国民年金未加入期間であり、国民年金保険料の納付記録は無い。 



さらに、申立人について、前述の二つの国民年金手帳記号番号とは別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていることをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

加えて、申立人及びその元夫が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

①及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



和歌山厚生年金 事案 331  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年７月１日から７年10月20日まで 

私は、Ａ事業所で乗務員として勤務し、平成６年７月１日から７年10月20

日まで月額約20万円の給与を受け取っていたにもかかわらず、社会保険庁の

記録では標準報酬月額が９万8,000円となっており、この記録は誤っている

ので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は平成６年７月１日から７年10月20日まで月額約20万円の給与を受

けていたと主張している。 

しかしながら、Ａ事業所の親会社の社員は「Ａ事業所は申立期間当時労働争

議中であったので、乗務員は自主営業ということで乗務し、売上げの一部を名

義貸し料として同事業所に支払い、残りは乗務員の収入となっていた。また、

社用車の車検の有効期限が過ぎても、同事業所は車検を受けず、車検切れのま

まにしていた。」と供述している。 

また、申立期間当時のＡ事業所の労働組合委員長は、「同事業所は労働争議

中、社用車の車検が切れても受検しなかった。そのため、車検が切れた社用車

を担当している乗務員は車検切れの日から乗務できず収入も無くなった。申立

人の場合、申立期間は車検切れのため乗務できず収入も無かったと思う。また、

乗務できないため収入が無かった期間の標準報酬月額については、社会保険事

務所、同事業所及び労働組合の三者の協議で決定され、従業員は厚生年金保険

料を負担していない。」と供述している上、社会保険庁の記録から、当時の従

業員の厚生年金保険の加入記録は申立人同様、資格喪失処理と同時に標準報酬

月額を９万 8,000円としていることが確認できる。 

さらに、当該労働組合委員長の供述及び当時の従業員の厚生年金保険の加入

記録から判断して、社会保険事務所では、労働争議期間中はＡ事業所における

被保険者の標準報酬月額の決定を留保し、労働争議解決後に被保険者全員の資



格喪失処理と保留していた標準報酬月額を決定したものと推認でき、社会保険

事務所の事務処理に不自然なところは見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 332  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年10月１日から15年５月21日まで 

Ａ事業所を平成16年に辞めたが、辞める６､７年前までは月給29万8,000

円であったが、社会保険事務所の記録では19万円前後で登録されており、年

金額が少し少ないのではないかと思うので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は平成９年 10月１日から 15年５月 21日まで約 30万円の給与を受け

ていたと主張しており、Ｂ市町村役場が保管している源泉徴収票と課税証明書

（13年分、15年分）から、平成 13年、15年中の毎月給与は約 30万円である

ことが推認でき、申立人が提出した雇用保険被保険者離職票から、申立人が離

職する前８か月間（15年９月分から 16年４月分）の毎月の給与額は 29万 8,000

円であることが確認できる。 

しかしながら、源泉徴収票及び課税証明書に記載されている社会保険料の控

除の金額は、社会保険庁の記録における標準報酬月額から算定した社会保険料

額とほぼ一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、源泉徴収票等で確認できない期間についても、上述

の事情を踏まえると、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたとは考え難い。 

さらに、申立事業所の代表取締役は、申立人を記憶しているが、当時の資料

を保管しておらず、詳細は不明としている。 

このほか、申立人の申立期間に係る社会保険事務所の記録上の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を上回る保険料が給与から控除されていたことをう

かがわせる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 333  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年２月１日から７年10月20日まで 

私は、Ａ事業所で乗務員として勤務し、平成６年２月１日から７年10月20

日まで月額約15万円の給与を受け取っていたにもかかわらず、社会保険庁の

記録では標準報酬月額が９万8,000円となっており、この記録は誤っている

ので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は平成６年２月１日から７年10月20日まで月額約15万円の給与を受

けていたと主張している。 

しかしながら、Ａ事業所の親会社の社員は「Ａ事業所は申立期間当時労働争

議中であったので、乗務員は自主営業ということで乗務し、売上げの一部を名

義貸し料として同事業所に支払い、残りは乗務員の収入となっていた。また、

社用車の車検の有効期限が過ぎても、同事業所は車検を受けず、車検切れのま

まにしていた。」と供述している。 

また、申立期間当時のＡ事業所の労働組合委員長は、「同事業所は労働争議

中、社用車の車検が切れても受検しなかった。そのため、車検が切れた社用車

を担当している乗務員は車検切れの日から乗務できず収入も無くなった。申立

人の場合、申立期間は車検切れのため乗務できず収入も無かったと思う。また、

乗務できないため収入が無かった期間の標準報酬月額については、社会保険事

務所、同事業所及び労働組合の三者の協議で決定され、従業員は厚生年金保険

料を負担していない。」と供述している上、社会保険庁の記録から、当時の従

業員の厚生年金保険の加入記録は申立人と同様、資格喪失処理と同時に標準報

酬月額を９万 8,000円としていることが確認できる。 

さらに、当該労働組合委員長の供述及び従業員の厚生年金保険の加入記録か

ら判断して、社会保険事務所では、労働争議期間中はＡ事業所における被保険

者の標準報酬月額の決定を留保し、労働争議解決後に被保険者全員の資格喪失



処理と保留していた標準報酬月額を決定したものと推認でき、社会保険事務所

の事務処理に不自然なところは見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 334 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年11月１日から33年３月１日まで 

社会保険事務所の記録ではＡ事業所において昭和25年８月10日から26年

11月１日まで厚生年金保険に加入した記録になっている。Ｂ出張所からＣ出

張所に勤務場所が変わったが、33年３月に転職するまで継続して勤務してい

たので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が昭和 26年 11月以降もＣ出張所に勤務していたことは、申立人の供

述及び申立人から提出された写真等から推認できる。 

しかしながら、昭和 26 年７月１日以降、連合国軍の非軍事的業務に使用さ

れる労働者は、日本政府の直
ちょく

庸
よう

使用人としての身分を喪失し、連合国軍との直
ちょく

庸
よう

契約に変わったため、26 年７月３日付け厚生省保険局長通達により、申立

人のように家事使用人は厚生年金保険の強制被保険者とはならない上、社会保

険事務所が保管するＡ事業所の厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の申立

期間に係る記録が見当たらない。 

また、Ａ事業所の労務管理業務を引き継いだＤ所轄地方防衛局が保存してい

る厚生年金健康保険被保険者台帳には申立人の申立期間に係る記録が無いこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は同僚の名前を記憶しておらず、申立人と同日付で厚生年金

保険の資格を喪失した者も上述の名簿及び台帳から確認することができず、申

立人の厚生年金保険の適用状況について供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 335  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年から 63年まで 

私は、昭和 55年から 63年にかけてＡ事業所及びＢ事業所の下請け業者で

あったＣ事業所とＤ事業所で勤務し、勤務場所はＥ国やＦ国等の外国であっ

た。給与は、Ｃ事業所とＤ事業所から支給されていた。しかし、この期間、

勤務していたはずなのに、厚生年金保険被保険者の記録が無いので、調査の

上、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間においてＣ事業所とＤ事業所に勤務していたと主張して

いるが、ⅰ)両事業主はいずれも「申立人とは雇用関係はなく、申立人は外注

業者として勤務していた。」と供述し、申立人自身も外注業者として勤務して

いたことを認めていること、ⅱ）両事業所における勤務時期等に関する申立人

の記憶があいまいであること等から、申立人が申立期間において両事業所で勤

務していたとは考え難い。 

また、Ｃ事業所の代表者は「当社は厚生年金保険の適用事業所ではなく、正

社員も国民健康保険と国民年金に加入してもらっていた。」と供述している。 

さらに、Ｄ事業所の代表者は「正社員であれば厚生年金保険に加入させてい

るが、外注業者として勤務していた職人には加入させていなかった。」と供述

している上、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿においても申立人の氏名は確認できず、同名簿において健康保険番

号の欠番も見られないことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、社会保険庁のオンライン記録から、申立期間は国民年金保険料納付

済期間であることが確認でき、申立人自身も保険料を納付したとしている。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 336 （事案 147の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年ごろから35年ごろまで 

申立期間については、Ａ市町村にあったＢ事業所の工場敷地内のＣ事業所

で事務員として勤務しており、給与から失業保険料、健康保険料及び厚生年

金保険料も差し引かれたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

当初の申立ての際には、同僚の氏名を思い出せなかったが、当初の判断後、

思い出したので、再度、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人がＤ事業所で勤務していたと主張

するものの、同事業所は、申立人との雇用関係記録は無く、Ｂ事業所の工場敷

地内又はＡ市町村内及びＥ郡内で申立期間当時、営業を行っていた事実は確認

できないと回答しているほか、申立人が当時の上司や同僚の氏名を記憶してい

ないため、申立期間において勤務していたと申立人が供述する事業所の所在が

確認できないなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成21年１月８日付け

の年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、Ｂ事業所の同僚の氏名を思い出しており、今回、当該同

僚に照会したところ、当該同僚は、申立人がＣ事業所で勤務していたと供述し

ているとともに、申立期間において、Ｃ事業所Ｆ支社（当時は、Ｇ支店）で総

務を担当していた同僚が、Ｂ事業所の工場敷地内にＣ事業所の工事現場事務所

が存在していたと供述していることから、申立人がＣ事業所で勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所Ｆ支社は、同事業所における申立人の在籍記録は無

いと回答している上、社会保険事務所が保管する同事業所の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、申立期間について申立人の氏名は無く、健康保険被保

険者番号の欠番は見られないことから、申立人の申立期間に係る社会保険事務

所の記録が欠落したものとは考え難い。 



また、Ｃ事業所Ｆ支社で総務を担当していた同僚は、「工事現場の事務所で

女性事務員を臨時員として採用していたが、臨時員には２種類あり、採用に当

たって社長決裁が必要な臨時員は社会保険に加入していたが、工事現場の監督

者の裁量で採用される臨時員は社会保険に加入していなかった。申立人につい

ては、勤務初日の前日に工事現場の事務所で面接を受けていることや、Ｃ事業

所のＧ支店に行ったことがないことから判断すると、工事現場の監督者の裁量

で採用された臨時員ではないか。」と供述している。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として､申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 337 （事案４の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和22年３月１日から24年２月28日まで 

② 昭和27年８月５日から同年12月31日まで 

③ 昭和29年３月21日から同年９月30日まで 

④ 昭和33年12月25日から34年４月30日まで 

先の申立ては、認められないとの通知を受けた。 

しかし、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無いとされている

が、Ａ事業所（申立期間①）、Ｂ事業所（申立期間②及び③）及びＣ事業所

（申立期間④）の各事業所に勤務していたことは事実であり、納得できない

ので記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間①及び②は、Ａ事業所及び

Ｂ事業所が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間であること、ⅱ）申立期

間③は、社会保険事務所保管の厚生年金保険被保険者名簿において、Ｂ事業所

における申立人の資格喪失日が昭和 29年３月 21日と記録されており、同事業

所は申立期間の途中である同年６月４日に全喪していること、ⅲ）申立期間④

は、Ｃ事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった全喪後の期間であるこ

と、ⅳ）申立人の給与明細などの保険料控除を確認できる書類も無く、申立人

の保険料控除に関する記憶もあいまいであること等から、既に当委員会の決定

に基づき平成20年２月29日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行

われている。 

申立人は、前回の申立内容と同様に、申立期間については各事業所に勤務し

ていたので厚生年金保険被保険者記録を訂正してほしいと主張するが、申立内

容には、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は認められない。 

また、申立期間①については、社会保険事務所保管の厚生年金保険被保険者

名簿において、申立人と厚生年金保険の加入記録が一致する者で連絡が取れる

者はおらず、申立てに係る事実を確認するための供述を得ることはできず、申

立期間②、③及び④については、申立人と厚生年金保険の加入記録がそれぞれ



一致する者のうち、連絡が取れた８人に照会したものの、申立てに係る事実を

確認するための供述は得られなかった。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


